
災害対策事務局　☎76-2131問合せ

　「避難情報に関するガイド
ライン」が新たに公表され、
これまでの「避難勧告」と
「避難指示（緊急）」が『避
難指示』に一本化されまし
た。
　災害発生の恐れがある場
合、浸水想定区域内などの危
険な場所にいる方は、町が発
出する「警戒レベル４：避難
指示」までに必ず避難してく
ださい。
　また、最新の気象・水位情
報を確認し、「自分の命は、
自分が守る」という意識を
持って、いざという時はため
らうことなく避難行動を開始
してください。

　「川の防災情報」サイトでは、国土交通省、気象庁、都道府県がそ
れぞれ提供する気象情報、水害・土砂災害情報等を一元的に集約し、
全国や各地方の概況を一目で確認できる「気象×水害・土砂災害情報
マルチモニタ」を提供しています。市町村を登録することで、地域の
情報にすぐにアクセスすることが可能です。

避難指示が一本化されました避難指示が一本化されました避難指示が一本化されました

https://www.river.go.jp/portal/
「気象×水害・土砂災害情報マルチモニタ」

最新の気象・河川情報はこちらで確認ができます

※１　市町村が災害の状況を確実に把握できるものではないなどの理由から、警戒レベル５は必ず発令される情報ではありません。
※２　避難指示は、これまでの避難勧告のタイミングで発令されることになります。
※３　警戒レベル３は、高齢者以外の人も必要に応じ普段の行動を見合わせ始めたり、避難の準備をしたり、危険を感じたら自主的
　　  に避難するタイミングです。

広報しんとつかわ 2021.7広報しんとつかわ 2021.7 88



　
国
民
健
康
保
険
税
（
国
保
税
）
は
、

そ
れ
ぞ
れ
の
収
入
や
資
産
、
加
入
世
帯

員
数
に
応
じ
て
お
金
を
出
し
合
い
、
病

気
や
け
が
な
ど
の
医
療
費
に
充
て
る
税

金
で
す
。

　
国
保
税
額
は
医
療
分
、
後
期
高
齢
者

医
療
制
度
を
支
援
す
る
た
め
の
支
援
金

分
、
40
歳
～
64
歳
の
人
が
納
め
る
介
護

保
険
料
の
介
護
分
の
合
計
額
で
算
定
し

ま
す
。

　
令
和
３
年
度
は
、
税
率
の
改
正
は
あ

り
ま
せ
ん
。
詳
し
い
税
率
な
ど
は
次
の

表
の
と
お
り
で
す
。

所
得
に
応
じ
た
軽
減
の
見
直
し

　
税
制
改
正
に
よ
る
個
人
所
得
課
税
の

見
直
し
（
給
与
所
得
控
除
と
公
的
年
金

等
控
除
の
控
除
額
が
一
律
10
万
円
引
き

下
げ
ら
れ
、
基
礎
控
除
額
が
一
律
10
万

円
引
き
上
げ
ら
れ
ま
し
た
）
に
伴
い
、

国
保
税
の
負
担
水
準
が
改
正
前
と
同
水

準
と
な
る
よ
う
、
軽
減
判
定
基
準
が
見

直
さ
れ
ま
し
た
。

離
職
に
よ
る
軽
減

　
倒
産
や
解
雇
、
雇
い
止
め
な
ど
に
よ

り
離
職
さ
れ
た
方
は
、
国
保
税
が
離
職

日
の
翌
日
か
ら
一
定
の
期
間
、
軽
減
さ

れ
ま
す
。

対
象
者　
次
の
①
と
②
に
該
当
す
る
方

①
離
職
日
に
65
歳
未
満

②
雇
用
保
険
受
給
資
格
者
証
の
離
職
理

由
コ
ー
ド
が
「
11
、
12
、
21
、
22
、
23
、

31
、
32
、
33
、
34
」
の
い
ず
れ
か

※
季
節
的
に
雇
用
さ
れ
て
い
る
方
や
定

年
退
職
者
、
自
己
都
合
の
退
職
者
は
対

象
外
で
す
。

軽
減
の
内
容　
国
保
税
を
算
定
す
る
に

当
た
り
、
対
象
者
の
前
年
の
給
与
所
得

を
100
分
の
30
と
み
な
し
ま
す
。

※
給
与
所
得
以
外
の
所
得
や
対
象
者
以

外
の
被
保
険
者
の
所
得
は
軽
減
の
対
象

外
で
す
。

適
用
期
間

　
軽
減
の
適
用
期
間
は
、
離
職
の
翌
日

か
ら
翌
年
度
末
ま
で
で
す
。

申
告
方
法

　
次
の
も
の
を
お
持
ち
に
な
り
、
住
民

課
へ
お
越
し
く
だ
さ
い
。

・
雇
用
保
険
受
給
資
格
者
証

・
印
鑑

保
険
税
額
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

　
７
月
15
日
㈭
に
、
令
和
３
年
度
の
国

民
健
康
保
険
税
納
税
通
知
書
を
郵
送
し

ま
す
の
で
、
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

問合せ 住民課町税グループ　☎ 76-2130

◆令和3年度国保税率および限度額
賦課基準 医療分 支援分 介護分

所 得 割 ① 前年の総所得金額などから基
礎控除額43万円を引いた額 9.0% 1.5% 1.2%

資 産 割 ② 令和3年度に納付すべき土地
と家屋への固定資産税額 40.0% 7.0% 8.0%

均 等 割 ③ 加入者１人につき 29,000円 7,000円 8,000円
平 等 割 ④ 加入１世帯につき 29,000円 5,000円 6,000円
課税限度額 ①～④の合計額の限度額 630,000円 190,000円 170,000円

◆軽減割合
改正前 改正後

７割軽減 33万円以下 43万円+10万円×（給与所得者等の数－1）以下

５割軽減
33万円＋  【28.5万円×
（被保険者数＋旧国保
被保険者数）】以下

43万円＋【28.5万円×（被保険者数＋旧国保被
保険者数）】+10万円×（給与所得者等の数－1）
以下

２割軽減
33万円＋【52万円×（被
保険者数＋旧国保被保
険者数）】以下

43万円＋【52万円×（被保険者数＋旧国保被
保険者数）】+10万円×（給与所得者等の数－1）
以下

※「旧国保被保険者数」とは国民健康保険制度から後期高齢者医療制度に移行された方です。
※　給与所得者等とは給与所得者（給与収入55万円超）および公的年金等所得者（65歳未満で年

金受給額60万円超又は65歳以上で年金受給額 125万円超）に該当する方
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